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申請してきた企業、つきあい
のある企業中⼼

⽀援機関等との案件共有
が不⼗分

事業化を意識した新技術・
サービスの開発

技術⽀援⼈材が、事業化・販路開拓段
階まで継続⽀援する場合が多い

多くの中核企業の悩みは、経営者をサポー
トする”⼈材”（特に、海外販路⼈材不⾜
の声多数）

①発掘・周知 ②事業体制整備（F/S・マッチング）

中核企業を継続的に発掘、
⽀援機関と共有

企業の成⻑に資する外部リソースとマッ
チング

③新技術・サービス開発

各種⽀援メニュー間での⽀援対
象の⼀貫性の⽋如（省内外・
地⽅局内の横の連携不⾜）

販路を⾒据えた研究開発の意
識が希薄

④事業化・販路開拓

グローバル市場も視野に⼊れた事業展
開

○地域未来牽引企業選定
－データ（付加価値、成⻑

性、取引額等）、
推 薦（事業、経営、地域

貢献期待等）
から選定（⼤企業は除外）

－毎年度更新、フォロー
アップ

－⾃認（ロゴ、選定証等）、
共有（他省庁、⽀援機関

に周知等）、
⽀援（メーリングリスト、経

産局に地域未来コン
シェルジュの設置等）

○地域未来投資促進法による⽀援

１．地域中核企業の創出・⽀援の⽅向性 （⽬標・当該地域中核企業の課題・対応）

地域内の⽀援⼈材からの⽀援が多く成⻑
への刺激が乏しい

地域企業から適切な外部リソース（⼈材
等）へのアクセスルートが⾒えない

ネットワークも地域内に閉じた場合が多い

○地域中核企業創出・⽀援事業（グローバルネットワーク協議会による⽀援も含む）

設備投資減税/設備投資補助

地域の⽀援⼈材による事業化戦略の⽴案・販路開拓のハンズオン⽀援全国⼤の外部リソースとのネットワーク構築⽀援

専⾨家（グローバル・コーディネーター等）による事業化戦略の⽴案や販路開拓等の⽀援地域企業と⼤⼿企業とのマッチング⽀援

地⽅創⽣推進交付⾦

現
状
・
課
題

⽬
標

対
応

公設試に対する⽀援 研究開発⽀援

中⼩企業基盤整備機構等によるファンド

規制の特例（緑化⾯積率の緩和、農地転⽤許可等に係る配慮等）

低利融資／信⽤保証
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２．「地域未来投資促進政策」について
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１．地域未来投資促進法の概要（地域経済牽引事業の促進による地域の成⻑発展の基盤強化に関する法律）

〔内容〕
 対象となる区域（促進区域）
 経済的効果に関する⽬標
 地域の特性 × 推進したい分野
 地域経済牽引事業の要件
 事業環境整備の内容 等

市町村及び都道府県：基本計画
都道府県
が承認※

事業者等：地域経済牽引事業計画
〔申請主体〕
①⺠間事業者、②官⺠連携型（地⽅公共団体及び⺠間事業者）
※②の場合は、国が事業を承認

〔内容〕
 事業の内容及び実施時期
 地域経済牽引事業の要件への適合性

①活⽤する地域の特性 × 分野
②付加価値創出額
③地域の事業者に対する経済的効果

 事業者間の役割分担
 特例措置に関する事項 等

承認された事業に対して政策資源を集中投⼊して⽀援

国
：
基
本
⽅
針

⽀援

同意

承認

○地域経済牽引事業の促進を図るための⼟地の利⽤の調整 等

⼟地の利⽤の調整を要する場合

都道府県が同意
市町村：⼟地利⽤調整計画

①予算による⽀援措置、②税制による⽀援措置、③⾦融による⽀援措置、④情報に関する⽀援措置、⑤規制の特例措置等

公設試、⼤学等が連携して⾏う地域経済
牽引事業に対する⽀援についての計画
（⽬標、内容等）

⽀援機関：連携⽀援計画

地域未来投資促進法は、地域の特性を活⽤した事業の⽣み出す経済的波及効果に着⽬し、これを最⼤化しようと
する地⽅公共団体の取組を⽀援するもの。
 国の基本⽅針に基づき、市町村及び都道府県は基本計画を策定し、国が同意。
 同意された基本計画に基づき、事業者が策定する地域経済牽引事業（＊）計画を、都道府県知事が承認。

＊定義の要点：①地域の特性を⽣かして、②⾼い付加価値を創出し、③地域の事業者に対する相当の経済的効果を及ぼす 事業
 国は、連携⽀援計画を承認し、地域経済牽引事業に対して⽀援を⾏う者【地域経済牽引⽀援機関】を⽀援。

３



●地域未来投資促進法は平成29年7⽉31⽇に施⾏され、平成30年3⽉末まで
に同意された基本計画は、46都道府県から合計185計画。
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■緑：⼀部地域で策定
・北海道 札幌市、函館市・北⽃市・七飯町、旭川市・東神楽町・東川町、室蘭市、帯広市、岩⾒沢市、

千歳市、⾳更町、芽室町、釧路市・⽩糠町、北⾒市、苫⼩牧市、美唄市・奈井江町、芦別市、
江別市、⾚平市、紋別市、滝川市、砂川市、恵庭市、⽯狩市、当別町、ニセコ町、東川町、
南富良野町、中札内村、鷹栖町、⼩樽市、名寄市、富良野市、登別市、北広島市、仁⽊町、
余市町、沼⽥町、上川町、中富良野町、下川町、津別町、滝上町、厚岸町

・秋⽥県（⼀部町村を除く全域（22市町村））
・千葉県（柏市、千葉市、松⼾市）
・東京都（⼤⽥区）
・京都府（宮津市・京丹後市・伊根町・与謝野町、⻲岡市、

京都市、⽊津川市、和束町、⼭城地域（7市7町1村）)
・⼤阪府（⼤阪市、⼋尾市、吹⽥市、吹⽥市・摂津市、堺市、

泉⼤津市、柏原市、東⼤阪市）
・兵庫県（朝来市、たつの市・上郡町・佐⽤町、豊岡市、淡路市、

神⼾市、⻄脇市、三⽊市、⼩野市、加⻄市）

２．基本計画の同意状況について

４

■⻘：県全域で策定

分野 件数

ものづくり 150

第4次産業⾰命 75

観光・スポーツ・⽂化・まちづくり 107

農林⽔産・地域商社 70

環境・エネルギー 63

ヘルスケア・教育 42

その他（物流など） 67

促進する分野



●国が同意した基本計画を踏まえ、4⽉13⽇までに468件（福井県は９件）の地域経済牽引事
業を承認したと⾃治体から報告を受けている 。

※今後、3年間で約2000社程度の⽀援を実施し、投資拡⼤1兆円GDP5兆円の押上げを⽬指す。

３．承認された「地域経済牽引事業計画」等について
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○地域中核企業・中⼩企業等連携⽀援事業
（30年度162億円（新設））

・研究開発から設備投資、販路開拓等まで⼀体的に⽀援
１）地域未来投資促進法の計画承認を受けた中⼩企業が

⼤学・公設試等と連携して⾏う研究開発等への補助

２）地域未来投資促進法の計画承認を受けた事業者が
中⼩企業と連携して⾏う戦略分野の設備投資への補助

３）専⾨家による事業化戦略の⽴案や販路開拓の⽀援

○幅広い規制改⾰ニーズへの迅速な対応
・⼯場⽴地法の緑地⾯積率の緩和
・⼀般社団法⼈を地域団体商標の登録主体として追加
○農地転⽤許可、市街化調整区域の開発許可等に係る配慮
○事業者から地⽅公共団体に対する事業環境整備の提案の創設

○資⾦供給の円滑化
・⽇本政策⾦融公庫による承認中⼩企業に対する設備資⾦、運転
資⾦の⻑期（20年、7年以内）かつ固定⾦利での融資
・地域経済活性化⽀援機構（REVIC）、中⼩企業基盤整備機構
等によるファンド創設・活⽤等

○課税の特例
・先進的な事業に必要な設備投資に対する減税措置
✔ 機械・装置等：40％特別償却、4％税額控除
✔ 建物等：20％特別償却、2％税額控除

○地⽅税の減免に伴う補てん措置
・固定資産税等を減免した地⽅公共団体に減収補てん

① 予算による⽀援措置 ③ ⾦融による⽀援措置

② 税制による⽀援措置

④ 情報に関する⽀援措置

⑤ 規制の特例措置等

○候補企業の発掘等のための情報提供
・地域経済分析システム（RESAS）等を活⽤

○平成29年度補正予算
・共同設備：地域未来投資促進法の承認を受けた⽀援機関
等に対して、地域で共同利⽤が⾒込まれる先端技術設備の
導⼊や利⽤⽀援のための経費を補助

４．地域経済牽引事業計画を受けた事業者への⽀援措置
※地域未来牽引企業は、地域経済牽引事業として都道府県の承認が必要

６



 期待を認識して頂くため、「地域未来牽引企業」選定証を交付。
 ロゴマーク申請企業数：９１０社

 関係省庁、地元自治体や各種支援機関（地域金融機関、商工団体、公設試等）に対して、選定趣旨や選定企業への期待
を周知し、支援を要請。

 「新輸出大国コンソーシアム」に基づく海外展開支援や、プロフェッショナル人材の採用支援などの施策とも連携して、選
定企業の成長を支援。

①地域経済を牽引する⾃覚と誇りをもって、より積極的に取り組むことを後押し

②様々な主体が選定企業を把握し、徹底⽀援する環境を整備

③様々な取組を⽀援する体制を構築
 選定企業からの相談や問い合わせに一元的に即応するため各経済産業局にワンストップ相談窓口「地域未来投資促進室」

を設置し、都道府県別担当者である「地域未来コンシェルジュ」（全国71名）を配置。毎週のTV会議において、地域未来投資
促進法関連施策について進捗の管理等を実施。

 選定証の授与式をはじめ、関係者による協働の契機とすべく「地域未来牽引企業サミット」を開催（次回は熊本県において開
催を予定）。また、全国７ブロックで、選定企業が集まるシンポジウムを開催。

 様々な支援施策や他の事業者の取組事例などを掲載したメールマガジンを隔週で配信中。

 技術支援を行う公設試、販路開拓等を行う産業支援センター、融資を行う地域金融機関など、地域の多様な支援機関が連携
し、それぞれの特性を活かして、事業段階に応じた総合的かつシームレスな支援を提供する体制の構築を促進。

• 平成29年12⽉22⽇に 「地域未来牽引企業」を2,148社（うち、福井県は38社）選定・公表し
たところ。今後、きめ細かく⽀援していく。

• この⼀環として、4⽉14⽇に「地域未来牽引企業サミット」を会津若松市で開催した。

５．地域未来牽引企業への⽀援
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高精度非破壊３Ｄ計測による中小企業の生産性向上支援事業 福井県

【概要】 福井県⼯業技術センターに⾼精度なX線CT装置を導⼊し、地域企業が取り組んでいる航空・宇宙、医療分野など製品の製造過程において必要と なる⾼精度な形
状計測や内部⽋陥観察など⾼度な評価を⾏う共同利⽤基盤を整備する。

⾼精度X線CT装置導⼊による⾼度評価共⽤基盤の整備

事業全体イメージ

応⽤産業：CFRP、医療（繊維系、⾦属系）、航空・宇宙

福井県⼯業技術センター
X線CT装置

【特徴】
・計測⽤CT
・⼤きい視野（特に⾼さ⽅向）
・⾼分解能
・繊維から⾦属まで観察可能

共同利⽤

• ⽣産性向上
• 不良率低下
• 精度保証
• ⾼品質化
（加⼯条件⾒直）

＋⼈材育成

基幹産業：繊維、眼鏡、電⼦、機械、プラスチック

内部まで計測・観察できる
⾼精度な３D計測機器がない課題：

事業の内容

地域企業等

X線CT装置導⼊ ⼈材育成（特別教育、操作説明会）

⽋点解析による不良品率低減

繊維 眼鏡

膜厚管理、⾼級フレーム⽣産性向上

機械，電気

組⽴部品の精度管理

プラスチック

成形品の⼨法測定→品質保証、
⾦型へのフィードバック

CFRP

成形品の繊維配向評価や
⽋点解析→⾼品質

医療（⾦属）
内部巣孔の観察、精度管理

医療（繊維）
織・編構造評価による品質管理

航空・宇宙

内部⽋陥観察、精度管理

成果⽬標
⼈⼯⾻等の医療部品⽣産現⾏⽐80％増（約8億円増）
 CFRP等の基材供給量を現⾏⽐20％増（約4億円増）
 その他業界全体で現⾏⽐1％増

（参考）平成２９年度補正予算（地域における中⼩企業の⽣産性向上のための共同基盤事業）
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